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１．従来計画 

 

天ヶ瀬ダム再開発事業は、宇治川、淀川の洪水調節、水道用水の確保、発電といった複数の用

途を持った多目的ダムである既設天ヶ瀬ダムの各種機能向上を目的として、平成元年より事業を

進めています。 

 

２．基礎案での記述 

 

 

３．調査検討のこれまでの成果 

 

(1)治水

 

 

◇淀川水系の洪水防御と瀬田川洗堰 

淀川水系では先ず、木津川、桂川、宇治川等の流量の増大によって、淀川本川の水位ピークを

迎え、その後ある時間差をもって琵琶湖水位のピークを迎えます。このような洪水時の特性を活

かし、宇治川及び淀川の破堤危険性が高い現状から、下流部が危険な時は下流の洪水防御のため、

瀬田川洗堰からの放流を制限もしくは全閉することが、明治時代における淀川改良工事以来踏襲

させてきたやむを得ない基本的な考え方です。 

 

 

①現在の河川整備状況では、宇治川及び淀川の水害の危険性を増大させるおそれがあるため、

淀川洪水時及び天ヶ瀬ダム洪水調節時における瀬田川洗堰の全閉ルールは当面継続せざる

を得ません。 

(1)基礎案では、淀川、宇治川の洪水調節、琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減、琵琶湖の環境の改

善に効果があるとしています。 

(2)必要な調査検討として、以下の項目を挙げています。 

1）琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減のため、「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を設

置し、土地利用誘導等の諸施策について検討する。 

2）天ヶ瀬ダム放流能力増大方策として既存施設を活用した放流方法の検討を行う。 

3）放流方法の変更に伴う環境への影響についての調査検討を行う。 

4）貯水池運用の変更に伴う環境等の諸調査を行う。 

5）天ヶ瀬ダム再開発を含む瀬田川の流下能力増強による、琵琶湖における生物の生息・

生育環境を保全・再生するための琵琶湖の水位操作について、検討を行う。 

6）土砂移動の連続性を確保する方策の検討を行う。 

7）利水について、水需要の精査確認を行う。 

(1)天ヶ瀬ダム再開発は、淀川、宇治川の洪水調節、琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減、京都府の

新規利水の確保を主たる目的として計画されています。 
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平成１６年１２月に、洗堰設置１００年を契機として、滋賀県より整備局に向け、瀬田川、天

ヶ瀬ダム及び宇治川の1500m3/Sの疎通能力確保及び全閉を前提とした瀬田川洗堰操作規則見直
しの検討について要請書が出されています。 

 

 

 

宇治川の塔の島地区の改修規模は 1,500m3/s なので、琵琶湖から放流できる最大量も 1,500m3/s

になります。仮に現況の天ヶ瀬ダムの放流能力で琵琶湖からの放流で 1,500m3/s の流入量があっ

た場合、放流能力がないため、天ヶ瀬ダムの貯水位を満水位近くまで高くしないと 1,500m3/s が

放流できません。 

 琵琶湖水位低下のための琵琶湖からの放流は、場合によっては１０日以上続きます。その間ダ

ム貯水位を満水位近くに保つ必要があり、このような状態で洪水が襲来した場合に所定の洪水調

節が不可能となり、下流で浸水被害が発生する恐れがあります。 

 したがって、通常の天ヶ瀬ダムの貯水池運用範囲内でも、天ヶ瀬ダムから 1,500m3/sが放流で
きるように放流能力の増強が必要です。 
 

③また、下流洪水時の瀬田川洗堰の全閉ルールについては、滋賀県が見直しを提案しています。

これを受けて、琵琶湖や淀川に係る歴史的な経緯も踏まえ、淀川水系における治水の根本的

な課題の一つとして、見直しも含め瀬田川洗堰の全閉ルールのあり方について検討していき

ます。 

④琵琶湖の水位低下のための放流（いわゆる「後期放流」）は、数週間の長期間に及ぶことが

あり、この間に発生する洪水に対しても天ヶ瀬ダムが洪水調節機能を発揮しなければなりま

せん。後期放流時においても水位を洪水期制限水位以下に保つためには、洪水期制限水位に

おいて1,500m3/Sの放流能力を確保する必要があります。 

⑤天ヶ瀬ダムの現状での放流能力は、洪水期制限水位を上回るサーチャージ水位においては約

1,800 m3/Sですが、洪水期制限水位においては1,500m3/Sを下回る約1,000m3/Sですので、放

流能力の増大を図る必要があります。 
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【現状で 1,500m3/s 流すには･･･】 

 現況の放流能力では、貯水位を満水位近くまで上げないと1,500m3/sを流すことが出来ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【増強後は･･･】 

通常の貯水池の運用範囲内で 1,500m3/s を流すことができるように、既存施設の活用も含め放

流能力を増強します。 
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天ヶ瀬ダムの本体改造案については、琵琶湖河川事務所が委嘱している技術検討委員会におい

て、現在までに以下の結果を得ています。 
・堤体応力状態の把握及び堤体削孔時の応力開放を加味した堤体安全性の検証を行った結果、

堤体の応力状態から得られた施工条件（気温、水温、貯水位、流入量等）設定することにより、

放流設備増設は可能である。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

天ヶ瀬ダム放流設備増設イメージ写真 

 
しかし、この案を実施するためには、複雑な応力状態を示すアーチダムの更に詳細な応力解析

が必要であり、また、天ヶ瀬ダムの管理を行いながらの工事となるため、施工中の洪水対応及び

非常時の危機管理について、今後も継続して検討していきます。 
 
天ヶ瀬発電所導水路利用案については、現状では琵琶湖後期放流時においても、通常、発電放

流を行っている実態を踏まえ、現在の発電水量（天ヶ瀬発電所の水利権量：186m3/S）を、琵琶
湖後期放流時の放流量の一部とする案です。しかし、送電線の事故、ゴミ等による取水口閉塞等

により発電放流ができないことも予想され、現時点では、常に１００％の施設能力が担保されて

いるとは言い切れません。また、将来的にはリフレッシュ工事による長期の発電停止も考えられ

ます。従って、その課題も含めて、施設管理者（関西電力㈱）と、発電所使用について協議中で

す。 
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 (2)利水 

 

 

①従来計画の天ヶ瀬ダム再開発事業の利水者は、京都府のみです。京都府のダムへの今後の参

画については、現時点では確定していませんが、以下の方向と聞いています。 

②京都府は、将来の水需要の見直しを行っており、水需要の下方修正により、天ヶ瀬ダム再開

発、丹生ダム及び大戸川ダムへの利水参画により確保する予定であった0.9m3/sのうち

0.6m3/sについては継続して参画する方向です。 

③京都府は天ヶ瀬ダム再開発事業に利水参画する見込みであり、その方向で関係者との協議を

進めていきます。 
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②現在までの調査検討結果及び今後の検討方針 

低周波音については、既存施設を有効活用した放流能力増大方策の検討結果をもとに、ダム放

流時に発生する低周波音特性、伝播状況を調査し、発生音の低減対策等の検討を専門家の意見を

伺いながら、より詳細な調査検討を実施していきます。 

天ヶ瀬ダム再開発後は最大放流量が増大することにより、ダム直下付近での流速の増大、また

下流河川における水位上昇が見込まれますが、これらは大規模な出水時及び後期放流の限られた

期間での変化であり、年間を通じてやや水位変動幅の大きな位況に変化することが予想されます

が、通常時の流況には大きな変化は生じないものと判断されます。 

琵琶湖後期放流による下流河川の流速及び水位の変化で生じる環境影響について、調査しなが

ら適切な対応をしていきます。今後、下流宇治川の河川整備と併せて、宇治川の河川環境につい

ては、学識者のご意見を伺いながら継続的な調査検討を進めていきます。 

河川利用については、現在も宇治川の流量増大時に塔の島にある宇治公園の利用制限や鵜飼の

営業停止といった制限が生じていますが、再開発後は洪水日数の短縮により利用制限日数が短縮

されると予想されます。 
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⑤現在までの調査検討結果及び今後の検討方針 

ダム湖水際の湖辺環境については、貯水池の水位変動パターン等の変化に伴う生態環境等への

影響について検討した結果、貯水池上流を中心に一時的に湛水域の減少が生じますが、水位の日

変動が頻繁であり湿潤な環境はある程度保たれること、また流入河川の湿地環境を干出させるよ

うな変動も生じないこと等の結果が得られました。 
ダム貯水池に係る水文環境については、湯水発電による日最大水変動幅は拡がるものの、再開

発にかかわらず基本的に毎昼夜で揚水発電を行うこと、及び、年間のダム流入量が変わらないこ

とを踏まえ、再開発前後の影響は生じないものと考えられますが、ダム湖水際の湖辺環境と併せ

て、学識者のご意見を伺いながら継続的な調査検討を進めていきます。 
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○塔の島地区の河道掘削 

塔の島地区の掘削については、天ケ瀬ダム再開発計画の調査検討結果、及び河川整備の進捗

状況を踏まえ、掘削時期を検討することとしていますが、掘削方法については、平成１７年度

に「宇治川塔の島周辺景観検討会（仮称）」を開催し検討してまいります。 

 

 
 
 
 
（朝霧橋右岸より上流を望む） 

 

④宇治川塔の島の開削については、景観を保全する観点から掘削量をできるだけ抑制するとと

もに、掘削の形状についても検討を行います。 

現況写真 フォトモンタージュ(0.8m掘削時) 

塔の島地区航空写真 名石「亀石」 







- 31 - 

 

◇旧志津川発電所導水路を活用した土砂移動の連続性を確保する方策の検討 

天ヶ瀬ダム放流能力増大方策として既存施設を活用した放流方法の検討と併せて、その施設

が土砂移動の連続性を確保するための施設として活用できないかについて検討してきました。 
天ヶ瀬ダムにおける土砂移動の連続性確保するための施設として活用できる可能性のある既

存施設としては、旧志津川発電所導水路の活用案を検討しました。 
   
◇排砂可能な流量規模及び排砂施設の構造及び規模 

旧志津川発電所導水路を活用した天ヶ瀬ダムの排砂施設としては、次図の様な案が考えられ

ますが、実施に際しては課題が多く、引き続き検討します。 
しかし、洪水調節と排砂の両方の機能を持たせることについては、天ヶ瀬ダム再開発の技術

検討委員会において、排砂施設が頻繁に維持管理のための保守点検が必要な事例を踏まえ、い

つくるか分からない洪水に備えた放流施設としての機能を併せ持つことは好ましくないとの見

解を得ています。 
このため、旧志津川発電所導水路を活用した天ヶ瀬ダム放流能力増強案の有効性が認められ

ないため、旧志津川発電所導水路を活用した土砂移動の連続性を確保する方策の検討について

は天ヶ瀬ダム再開発計画の中では取り組みません。 
また、天ヶ瀬ダムにおける土砂移動の連続性確保のための排砂方策を検討する上で、淀川水

系流域全体の土砂移動に与える影響を検討する必要があります。 
今後、淀川水系流域全体の土砂管理の検討状況を踏まえ、天ヶ瀬ダムにおける土砂移動の連

続性確保するための施設として旧志津川発電所導水路を活用することが有効と認められた場合

は、天ヶ瀬ダム再開発計画に係わらず別途検討します。

⑤土砂移動の連続性を確保する方策として、天ヶ瀬ダム再開発事業で活用することを検討して

いる既存施設（トンネル水路）に排砂機能を併せて持たせることは、その実施や管理に課題

が多いことから、天ヶ瀬ダム再開発事業で実施することはせず、単独の排砂施設として引き

続き検討を行います。 






